
平成１７年(行ケ)第１０４９８号　審決取消請求事件
口頭弁論終結日　平成１８年１月１８日
                    判決
 原              告　　　Ｘ１
 原              告　　　飛島建設株式会社
 原              告　　　Ｘ２
 上記３名訴訟代理人弁理士
                         中島淳
 同              　　　　加藤和詳
 同              　　　　西元勝一
 同              　　　　福田浩志
 被              告　　　特許庁長官 中嶋誠
 指定代理人        　　　安藤勝治
 同              　　　　高橋祐介
 同              　　　　高木彰
 同              　　　　小林和男
                    主文
          １　原告らの請求を棄却する。
          ２　訴訟費用は原告らの負担とする。
                    事実及び理由
第１　請求
    　特許庁が不服２００４－９９５１号事件について平成１７年４月１１日にし
た審決を取り消す。
第２　事案の概要
    　本件は，後記特許の出願人等である原告らが，特許庁から拒絶査定を受けた
ので，これを不服として拒絶査定不服審判請求をしたところ，同請求は成り立たな
いとの審決を受けたことから，その取消しを求めた事案である。
第３　当事者の主張
  １　請求の原因
    (1)　特許庁における手続の経緯
      　原告Ｘ１，同飛島建設株式会社及び訴外Ａは，平成９年４月８日，名称を
「振動制御機構」とする発明につき共同で特許出願をした（甲２。以下「本願」と
いう。）。その後，平成１２年４月２４日と平成１５年２月４日に特許を受ける権
利の持分譲渡が行われ，本願の特許を受ける権利は，原告ら（３名）の共有となっ
た（甲６，７）。
      　本願に対する特許庁の審査の中で原告らは，平成１６年１月２３日，特許
請求の範囲等の補正（甲９）をしたが，特許庁は本願につき拒絶査定をするに至っ
たので，原告らは，拒絶査定不服審判請求をした。
      　特許庁は，同請求を不服２００４－９９５１号事件として審理し，その係
属中の平成１６年６月１４日原告らは，請求項１の特許請求の範囲の補正等を内容
とする手続補正（甲３。以下「本件補正」という。）をしたが，特許庁は，平成１
７年４月１１日，本件補正を却下した上，「本件審判の請求は，成り立たない。」
との審決（以下「本件審決」という。）をし，その審決謄本は平成１７年４月２６
日原告らに送達された。
    (2)　発明の内容
      ア　本願の出願時の請求項は１ないし１３から成り，その平成１６年１月２
３日付けの補正後の内容は，下記のとおりである（甲２，９）。
                                      記
        「【請求項１】構造物に作用する外力によって相対変形する第１構材と第
２構材に取付けられ，構造物の振動を抑える振動制御機構において，前記第１構材
に一端が回転可能に取付けられた第１アームと，前記第２構材に一端が回転可能に
取付けられた第２アームと，前記第１アームと前記第２アームとの軸線或いはこれ
らの軸線の延長線が交わる角度が鋭角となるように，それぞれの自由端を回転可能
に連結し円弧運動するエネルギー低減吸収手段と，を有することを特徴とする振動
制御機構。」（以下，この請求項１に係る発明を「本願発明」という。なお，下線
部は上記補正部分である。）。
        【請求項２】ないし【請求項１３】は省略。
      イ　また，平成１６年６月１４日付け本件補正後の請求項１の内容は，下記



のとおりである（甲３。以下，この請求項１に係る発明を「補正発明」という。な
お，下線部は補正部分である。）。【請求項２】ないし【請求項１３】は，前記ア
と同じ。
                                      記
        「【請求項１】構造物に作用する外力によって相対変形する第１構材と第
２構材に取付けられ，構造物の振動を抑える振動制御機構において，前記第１構材
に一端が回転可能に取付けられた第１アームと，前記第２構材に一端が回転可能に
取付けられ前記第１アームの長さと異なる第２アームと，前記第１アームと前記第
２アームとの軸線或いはこれらの軸線の延長線が交わる角度が鋭角となるように，
それぞれの自由端を回転可能に連結し円弧運動するエネルギー低減吸収手段と，を
有することを特徴とする振動制御機構。」
    (3)　審決の内容
      ア　審決の内容は，別紙のとおりである。
        　その理由の要旨は，補正発明は，下記の刊行物（特許公報）（以下「引
用例」という。）記載の発明（以下「引用発明」という。）に基づいて当業者が容
易に発明をすることができたもので，特許法２９条２項により特許出願の際独立し
て特許を受けることができないものであるから，本件補正は許されないとしてこれ
を却下した上，本件補正前の本願発明は，引用発明と同一であるから，特許法２９
条１項３号により特許を受けることができない等としたものである。
                              記
        ・特開平８－２１８６８２号公報（甲４）
      イ　なお，審決は，引用例から次のとおりの引用発明を認定し，補正発明と
引用発明を対比して，次のような一致点と相違点があるとした。
        （引用発明の内容）
          　構造物２０に作用する外力によって相対変形する基礎１１と基礎梁１
２とに取付けられ，構造物の振動を抑える免震ダンパー１において，基礎１１に一
端が回転可能に取付けられた第一の板体２，３と，基礎梁１２に一端が回転可能に
取付けられ前記第一の板体２，３の長さと同一ないしほぼ同一の第二の板体４と，
第一の板体２，３と第二の板体４との軸線が交わる角度が鋭角となるように，それ
ぞれの自由端を回転可能に連結する連結手段とを有し，この連結手段は，シャフト
８を備える基底板８ａと各板体２～４の基端部に圧縮面圧を調整自在に加えること
により構造物の振動を減衰させる油圧シリンダー７を備える押さえ部材９とで構成
された連結手段であり，シャフト８は，基礎１１と基礎梁１２とが相対変形すると
き円弧運動する，免震ダンパー１。
        （補正発明と引用発明の一致点）
          　構造物に作用する外力によって相対変形する第１構材と第２構材に取
付けられ，構造物の振動を抑える振動制御機構において，前記第１構材に一端が回
転可能に取付けられた第１アームと，前記第２構材に一端が回転可能に取付けられ
た第２アームと，前記第１アームと前記第２アームとの軸線が交わる角度が鋭角と
なるように，それぞれの自由端を回転可能に連結し円弧運動するエネルギー低減吸
収手段と，を有する，振動制御機構。
        （補正発明と引用発明の相違点）
          　補正発明は，第２アームが第１アームとは長さが異なるものであるの
に対し，引用発明は，両アームの長さが同一あるいはほぼ同一である点。
    (4)　審決の取消事由
      ア　引用発明の内容，補正発明と引用発明の一致点と相違点が，いずれも審
決認定のとおりであることは認める。
      イ　しかしながら，以下に述べるとおり，補正発明が引用発明から容易に想
到することができたものではないから，本件補正は適法であり，これを却下した本
件審決は誤りであるから，同審決は違法として取消しを免れない。
        (ア)　審決は，相違点に係る補正発明の構成について格別の技術的意義や
作用効果が認められず，設計的事項にすぎないとした根拠として，引用発明の「免
震ダンパー」の連結部は，「特定の方向に移動する場合に直動（直線運動）する
が，補正発明のように両アームの長さを異ならせた場合においても，特定の方向に
移動する場合にその連結部が直動することは明らかであり，「（補正発明におい
て）連結部材は必ず円弧運動をする。」という請求人の上記主張は誤りであり，理
由がない。」（７頁４行～８行）としている。
          ①　しかし，審決では，補正発明において，「特定の方向に移動する場



合にその連結部が直動することは明らかであ」るとする「特定の方向」が具体的に
どの方向か全く説明されていない点で不当である。
            　また，そもそも補正発明は，第１構材と第２構材がどのような方向
に相対変形しても，エネルギー低減吸収手段を円弧運動させるために第１アームと
第２アームの長さを異なるものとしたものであり，幾何学上，「特定の方向」など
存在しないように構成されている。
            　甲５の図２に示すように，アームＭの長さが同じ二等辺三角形の場
合（Ｂ０を頂点とし，Ｂ０・Ａ０・Ａ０の三点で構成。引用発明に相当する。），
アームＭと構造物の連結部各Ａ０をつなぐ直線Ｌ１（Ａ０・Ａ０を結んだ線）を等
分して直交する直線Ｌ２がアーム同士の連結部Ｂ０と交わる。すなわち，連結部Ｂ
０の直交成分となる直線Ｌ２が幾何学上存在するため，引用発明の免震ダンパーに
は直動する要素が存在する。
            　例えば，Ａ０がＡ１へ移動したとき，Ｂ０は直線Ｌ２の上をＢ１へ
直動し，Ａ０が－Ａ１，－Ａ２へ移動したとき，Ｂ０は直線Ｌ２の上を－Ｂ１，－
Ｂ２へ直動する。また，注目すべき点は，Ｂ０と，－Ｂ１，－Ｂ２との各間隔は，
Ａ０と，－Ａ１，－Ａ２との各間隔よりも，それぞれ小さいことである。これは，
Ａ０の相対変位量よりＢ０の移動量が小さく，構造物の変位量がＢ０で増幅され
ず，Ｂ０での減衰力が小さいことを示すものである。
            　一方，甲５の図１に示すように，アームの長さが異なる不等辺三角
形の場合（Ｂ０を頂点とし，Ｂ０・Ａ０・Ａ０の三点で構成。補正発明に相当す
る。），アームＮ１，Ｎ２と構造物の連結部各Ａ０をつなぐ直線Ｌ１（Ａ０・Ａ０
を結んだ線）を等分して直交する直線Ｌ２がアーム同士の連結部Ｂ０と交わらな
い。すなわち，連結部Ｂ０の直交成分となる直線Ｌ２が幾何学上存在しないため，
補正発明の振動制御機構には直動する要素が存在しない。
            　例えば，Ａ０がＡ１，Ａ２，Ａ３へ移動したとき，連結部Ｂ０は円
弧Ｓを描いてＢ１，Ｂ２，Ｂ３へ移動する。また，Ａ０が－Ａ１，－Ａ２，－Ａ
３，－Ａ４へ移動したとき連結部Ｂ０は円弧Ｓを描いて－Ｂ１，－Ｂ２，－Ｂ３，
－Ｂ４へ移動する。そして，注目すべき点は，Ａ０と，－Ａ１，－Ａ２，－Ａ３，
－Ａ４との各間隔が，Ｂ０と，－Ｂ１，－Ｂ２，－Ｂ３，－Ｂ４との各間隔より
も，それぞれ大きいことである。これは，Ａ０の相対変位量よりＢ０の移動量が大
く，構造物の変位量がＢ０で増幅され，Ｂ０での減衰力が大きいことを示すもので
ある。
          ②　また，本願の【図５】（甲２。Ｘ軸方向に上部構造体と下部構造体
が相対変位した場合を示したもの），右側のユニット１２Ｂと左側のユニット１２
Ｂの連結シャフト２８は，トグルの特性上変位の大きさは異なるが円弧運動をして
いる（２点鎖線が変位する前で，実線が変位した後を示している。）。さらに，上
側のユニット１２Ａと下側のユニット１２Ａの連結シャフト２８は，トグル機構の
特性上変位の大きさは異なるがいずれも円弧運動をしている。
            　このように，補正発明は，幾何学上，直動する要素がないため，Ｘ
軸方向から地震力が入力されても，左右対称，上下対称に方向を変えて配置された
全てのユニットの連結シャフト２８が円弧運動する。換言すれば，どの方向から地
震力が入力されても，ユニットの連結シャフト２８が円弧運動することを示してお
り，審決にいう「特定の方向」など存在しない。
        (イ)　次に，審決は，「補正発明が，該連結部が両アームの長さを異なら
せたことにより「第１アームと第２アームの連結部に設けられたエネルギー低減吸
収手段を幾何学的に大きく円弧運動させ」るものであるとしても，当該「円弧運
動」自体は，減衰力を何ら生じさせるものではないから，「（補正発明は）エネル
ギー低減吸収手段を幾何学的に大きく円弧運動させ，常に減衰力を発揮する」もの
であるという請求人の主張には，理由がない。」（７頁１２行～１７行）としてい
る。
          　しかし，地球上で物が移動すれば，何らかの抵抗，摩擦が生じるのは
自明なことであり，連結部Ｂ０を常に大きく円弧運動させることは，取りも直さ
ず，常に減衰力を発揮させることであり，「円弧運動自体は，減衰力を何ら生じさ
せるものではない」との審決の上記判断は不当である。
        (ウ)　したがって，審決が，相違点に係る補正発明の構成について格別の
技術的意義や作用効果が認められず，設計的事項にすぎず，当業者が引用発明に基
づいて容易に発明をすることができたものと判断したのは誤りである。
  ２　請求原因に対する認否



    　請求原因(1)ないし(3)の各事実は認めるが，同(4)は争う。
  ３　被告の反論
    (1)　原告ら主張の取消事由イ(ア)に対し
      (ア)　審決が相違点に係る補正発明の構成が設計的事項にすぎないと判断し
た根拠は，補正発明において建物の揺れを減衰する機能を果たすのは，両アームの
連結部のエネルギー低減吸収手段であり，その構成は何ら具体的に限定されたもの
ではなく，補正発明と引用発明とは何ら差異がないこと，補正発明が「第１アーム
と第２アームの連結部に設けられたエネルギー低減吸収手段を幾何学的に大きく円
弧運動させ」るものであるとしても，当該「円弧運動」自体は，減衰力を何ら生じ
させるものではないことによるものであり，原告らが主張するように，補正発明に
おいて「特定の方向に移動する場合にその連結部が直動する」ことを根拠としたも
のではない。
      (イ)　甲５の図２は，等長である両アームＭ，Ｍは，各Ａ０点において，地
面と共に揺れる基礎体と，該基礎体の上に免震装置などを介して載置された構造物
の下部と，にそれぞれ回動可能に固定され（以下「固定点」という。）ており，こ
れを空中の不動点（原点）から見た状態を示した図である。
        　そして，上記図２は，地震が発生したとき，各固定点は，Ａ０→Ａ１→
Ａ０→－Ａ１→－Ａ２→－Ａ１→Ａ０→・・・などと（あるいは，その逆に）移動
すること，すなわち，左側のアームが基礎体に固定したアームとすると，基礎体の
固定点が左方向にＡ０からＡ１に移動するとき，同時に構造物の下部の右側のアー
ムの固定点は基礎体とは逆に右方向にＡ０からＡ１に移動し，各移動距離が左右同
一であることを示している。
        　しかし，現実的には，基礎体（地盤）とその上の構造物の下部とが，同
じタイミングで互いに逆方向に同一の振幅（移動距離）で移動するなどということ
は，極めて稀なことであるから，結局，一対のアームＭ，Ｍの長さが同じ場合で
も，その連結点が直動することは，極めて稀なことである。
        　一方，補正発明のように「第１アームと第２アームの長さが異なるも
の」であっても，その連結部が直動し得るものであり，引用発明の「免震ダンパ
ー」には直動する要素が存在するのに対し，補正発明の振動制御機構が直動する要
素が存在しないとの原告の主張は，誤りである。
        　また仮に現実的に直動することが極めて稀であることを捉えて，補正発
明に直動する要素が存在しないというのであれば，引用発明も同様に直動する要素
が存在しないこととなる。
    (2)　原告ら主張の取消事由イ(イ)に対し
      　補正発明において，円弧運動するのは「第１アームと第２アームの連結
部」であり，この「連結部」が，例えば，本願の明細書及び【図２３】～【図２
５】，【図３２】～【図３６】等に記載された実施例（甲２）のように，制振機構
が組み込まれる構造物の他の部材・部位等と物理的に接していないもの，すなわ
ち，「連結部」が宙に浮いた形態のものにおいては，「連結部」に「何らかの抵
抗，摩擦」を生じさせるものをエネルギー低減吸収手段以外に想定することはでき
ないし，当業者にとって「連結部」を「大きく円弧運動させる」ことと「常に減衰
力を発揮させる」ことの間に，技術的関連のないことが明らかである。
      　したがって，審決が「「第１アームと第２アームの連結部に設けられたエ
ネルギー低減吸収手段を幾何学的に大きく円弧運動させる」ものであるとしても，
当該「円弧運動」自体は，減衰力を何ら生じさせるものではない」とした点に誤り
はない。
第４　当裁判所の判断
  １　請求原因(1)（特許庁における手続の経緯），(2)（発明の内容），(3)（審決
の内容）の各事実は，いずれも当事者間に争いがない。
  ２　補正発明は引用発明から容易想到とした判断の誤りの有無（請求原因(4)）
    (1)　引用発明の内容，補正発明と引用発明の一致点と相違点が，いずれも審決
認定のとおりであることは，当事者間に争いがない。
    (2)　原告らは，審決が，「補正発明が，第１アームと第２アームの長さを異な
るものとした点に，格別の技術的意義や作用効果は認められず，アームの回転量や
アームの配置，納まり等を考慮して当業者が適宜なし得る設計的事項にすぎな
い。」（６頁９行～１１行）と判断したのは誤りである旨主張する。
      ア　補正発明に係る【請求項１】には，前述のように「前記第１アームと前
記第２アームとの軸線或いはこれらの軸線の延長線が交わる角度が鋭角となるよう



に，それぞれの自由端を回転可能に連結し円弧運動するエネルギー低減吸収手段」
との記載があるが，上記「エネルギー低減吸収手段」の具体的な構成については，
格別特定する記載はない。
      イ　本願の明細書（甲２）には，「発明の効果」として，「本発明は上記構
成としたので，簡単な機構で，構造物の大きさに左右されずに効率良く配置でき，
また，変形の増幅倍率を顕著に増大させることができ，さらに，種々の減衰装置が
使用することができ，大地震時にも制振効果を発揮することができる。」（段落
【００９９】）との記載がある。
        　しかし，相違点に係る補正発明の構成である「第１アームと長さの異な
る第２アーム」としたことに基づく作用，効果については，本願の明細書（甲２。
ただし，平成１６年１月２３日付け手続補正書（甲９）により一部変更後のも
の。）はもとより，平成１６年６月１４日付け手続補正書（甲３）中にも，具体的
に説明したり，示唆する記載を見い出すことはできない。
      ウ(ア)　次に，本願の明細書（甲２）には，次のような記載がある。
          ①「図２及び図４に示すように，制振装置１０は，第１アーム２２を備
えている。この第１アーム２２の一端は，下部構造体１８に固定された取付ブロッ
ク２４から立設された軸体２６に回転可能に連結されている。また，第１アーム２
２は，下部構造体１８と平行に張り出しており，自由端部は連結シャフト２８へ回
転可能に連結されている。」（段落【００３５】），「この連結シャフト２８に
は，下部構造体１８と平行に張り出した第２アーム３０の自由端部が回転可能に連
結され，そして，第１アーム２２の軸線と第２アーム３０の軸線が描く交角が鋭角
となるように設定され，第１アーム２２と第２アーム３０とでトグル機構を構成し
ている。また，第２アーム３０の一端は，上部構造体１６に固定された取付ブロッ
ク３２から垂下された軸体３４に回転可能に連結されている。」（段落【００３
６】），「一方，連結シャフト２８の下方には，ホルダー３６が設けられており，
コロ３８が回転可能に保持されている。このコロ３８は，下部構造体１８の上を摺
動して下部構造体１８との間に摩擦力を発生させる。」（段落【００３７】）。
          ②「ここで，地震等によって建物２０が揺れ，図５に示すように，上部
構造体１６が下部構造体１８に対してＸ軸の負方向へ相対的にδ１水平変形したと
する。このとき，ユニット１２Ｂでは，第１アーム２２と第２アーム３０の自由端
を回転可能に連結した連結シャフト２８が，Ｘ軸に対して対称形を保持しながら軸
体２６を中心に円弧運動を行い，その移動量は，右側のユニット１２Ｂで振動方向
と反対側へδ２，左側のユニット１２Ｂで振動方向と反対側へδ３（δ２＜δ３）
に増幅され，上部構造体１６の水平変形量δ１より大きくなる。この増幅倍率は，
第１アーム２２の軸線と第２アーム３０の軸線との交角θを鋭角とすることで一層
大きくなる。」（段落【００４０】，「このように，軸体３４の小さな変位が連結
シャフト２８の大きな変位に増幅され，小さい変位×大きな力＝大きな変位×小さ
な力という関係が成立する。そして，連結シャフト２８に取付けられたコロ３８
（図４参照）と下部構造体１８との間に発生する摩擦力によって，上部構造体１６
と下部構造体１８の振動が減衰され，中小の地震や風による建物２０の小さな振動
でも効果的に制振される。」（段落【００４１】）。
          ③【図２３】～【図２６】記載の制振装置８６の説明として，「第７形
態では，１つの架構の中に４組の制振装置８６を組合わせて制振装置ユニット８８
を構成しており，平面的に見ると，第１アーム９０の軸線が中央部で交差する形状
をしている。第１アーム９０の一端は，それぞれ１つの取付ブラケット９２に軸体
９４で回転可能に連結されている。また，取付ブラケット９２は，大梁９６の内側
に設けられた小梁９８の交差部に固定されている。」（段落【００７４】），「一
方，第１アーム９０は，下部構造体１００と平行に張り出しており，自由端部は回
転摩擦型ダンパー１０２に連結されている。回転摩擦型ダンパー１０２には，下部
構造体１００と平行に張り出した第２アーム１０４の自由端部が連結され，且つ，
第１アーム９０の軸線と第２アーム１０４の軸線が描く交角が鋭角となるように設
定されている。そして，第１アーム９０と第２アーム１０４とで，トグル機構を構
成している。また，第２アーム１０４の一端は，取付ブラケット１０８に軸体１１
０で回転可能に連結されており，取付ブラケット１０８は上部構造体１０６に固定
されている。」（段落【００７５】），「上記の構成の制振装置ユニット８８で
は，建物１１２が揺れ，上部構造体１０６が下部構造体１００に対してＸ軸或いは
Ｙ軸方向へ相対的に水平変形しても，回転摩擦型ダンパー１０２は，Ｘ軸或いはＹ
軸に対して対称形を保持しながら軸体９４を中心に円弧運動を行い，変形量を増幅



して回転エネルギーとして吸収し，建物１１２の振動を抑制する。」（段落【００
７６】）。
          (イ)　上記記載によれば，本願の明細書（甲２）の制振装置１０におけ
る振動制御機構は，下部構造体１８から立設された軸体２６に一端が回転可能に連
結された第１アーム２２の自由端と，上部構造体１６から垂下された軸体３４に一
端が回転可能に連結された第２アーム３０の自由端とが，連結シャフト２８により
回転可能に連結され，連結シャフト２８の下方に，下部構造体１８の上を摺動して
下部構造体１８との間に摩擦力を発生させるコロ３８が配設されるものであるこ
と，制振装置１０は，地震等によって建物２０が揺れ，上部構造体１６が下部構造
体１８に対して相対的に水平変形する場合，連結シャフト２８が，第１アーム２２
の一端を下部構造体１８に回転可能に連結する軸体２６を中心として，第１アーム
の長さを半径とする円弧運動を行うことにより，連結シャフト２８の下方に配設さ
れたコロ３８と下部構造体１８との間に発生する摩擦力を利用して，上部構造体１
６と下部構造体１８の振動が減衰されるようにしたものであること，第１アーム２
２の軸線と第２アーム３０の軸線との交角θを鋭角とすることで，軸体２６を中心
に円弧運動を行う連結シャフト２８の移動量δ２，δ３を，上部構造体１６の水平
変形量δ１より大きくしたことにより，中小の地震や風による建物２０の小さな振
動でも効果的に制振されるようにしたことが認められる。そうすると，上部構造体
１６と下部構造体１８の振動減衰をもたらす円弧運動とは，軸体２６を中心とする
コロ３８の下部構造体１８に対する円弧運動（すなわち連結シャフト２８の下部構
造体１８に対する円弧運動）であり，振動減衰に影響する移動量は，連結シャフト
２８の移動量δ２，δ３の大小によるものと認められる。
            　そして，本願の明細書（甲２）の制振装置８６は，下部構造体１０
０を構成する小梁９８の交差部に固定された取付ブラケット９２，上部構造体１０
６に固定された取付ブラケット１０８に，第１アーム９０の一端，第２アーム１０
４の一端がそれぞれ連結され，第１アーム９０の自由端，第２アーム１０４の自由
端が回転摩擦型ダンパー１０２に連結されてなるものであること，ダンパー１０２
は「回転摩擦型」とされていることから，建物１１２が揺れ，上部構造体１０６が
下部構造体１００に対して相対的に水平変形する場合，第１アーム９０と第２アー
ム１０４とが相対的に回転し，その際回転摩擦型ダンパー１０２に生じる回転摩擦
を利用して，建物１１２の振動抑制を図るものであることが認められる。そうする
と，補正発明の実施形態である制振装置８６は，２本のアームの相対的な回転によ
って生じる摩擦力を利用して，振動の減衰を図るものであることが認められ，回転
摩擦型ダンパー１０２の「円弧運動」それ自体により常に摩擦力が発生し，減衰力
が生じうるものではないというべきである。
      エ(ア)　一方，引用例（甲４）には，次のような記載がある。
          ①「本発明は・・・その目的は，構造物に作用する地震等の外力の強度
や入力方向が不確定な場合や，構造物がねじれ振動を起こす場合でも，構造物の振
動を充分に減衰することができる免震ダンパーを提供することにある。」（段落
【０００６】）。
          ②「本発明は前記目的に鑑みてなされたものであって，その要旨は，二
枚の第一の板体と，この二枚の第一の板体に挟まれて圧接され，且つこの第一の板
体に対して相対的に回転運動可能な第二の板体とをそれぞれの基端部で結合し，前
記第一および第二の板体のうち一方の板体の他端部を基礎に，他方の板体の他端部
を構造物に結合した免震ダンパーにおいて，前記第一および第二の板体の基端部に
圧縮面圧を調整自在に加える油圧シリンダーを備えてなる免震ダンパーにある。」
（段落【０００７】）。
          ③「本発明の免震ダンパーの複数個を基礎並びに構造物に結合して設置
した免震システムでは，地震等の力が建物に加わると，構造物の揺れによって積層
ゴムが剪断方向に変形を起し，地震力を低減させるべく働く。これによって前記構
造物と基礎との間には相対的なずれ運動が生じる。このずれ運動によって構造物に
は地震力が作用する。この地震力を両方向の変位センサー（加速度，速度および長
さを検知可能なセンサー）で検知して，この検知したデータを電算機で計算して油
圧供給装置に制御信号を送る。この制御信号に応じて油圧供給装置は，適宜，所定
の免震ダンパーの油圧シリンダーに油を圧送する。かように油を圧送された免震ダ
ンパーでは，油圧シリンダーが，第一及び第二の板体の基端部に圧縮面圧を加わえ
るため，これら板体間の摩擦力が強化される。したがって，構造物と基礎を通して
免震ダンパーに伝えられた揺れにより，第一及び第二の板体が相対的に回転しよう



としても，強化された摩擦力によって，この回転エネルギーを充分に吸収し，これ
によって地震による構造物の揺れを減衰する。」（段落【０００８】）。
        (イ)　上記記載によれば，引用例（甲４）記載の「免震ダンパー」は，第
一及び第二の板体が相対的に回転しようとする際に生じる摩擦力によって，この回
転エネルギーを吸収し，これによって地震による構造物の揺れを減衰するものと認
められる。そうすると，引用発明及び補正発明は，いずれも，２本のアームの相対
的な回転によって生じる摩擦力を利用して，振動の減衰を図ろうとするものであ
り，振動抑制の作用ないしエネルギー低減吸収手段を同じくするものであることが
認められる。
      オ　以上のアないしエによれば，審決が，「補正発明が，第１アームと第２
アームの長さを異なるものとした点」（相違点に係る構成）について，格別な技術
的意義や作用効果は認められず，当業者（その発明の属する技術の分野における通
常の知識を有する者）が適宜なし得る設計的事項にすぎず，引用発明に基づいて容
易に発明をすることができたと判断したことに誤りはないというべきである。
    (3)ア　これに対し原告らは，甲５の図１，２を例にとって，２本のアームの長
さが同じ場合（図２。引用発明の場合）と異なる場合（図１。補正発明の場合）と
では，連結部の円弧運動の態様・直動要素の有無，連結部の移動量の大小等が相違
する旨主張する。
        (ア)　甲５の図１，２は，いずれも，２本のアームと構造物の連結部Ａ
０，Ａ０を結ぶ直線Ｌ１と，直線Ｌ１を等分して直交する直線Ｌ２の交点（以下
「基準点」という。）を座標原点とし，直線Ｌ１上においてそれぞれのアームと構
造物の連結部が，基準点に対して等しい量だけ接近ないし離間するとした場合に，
アーム同士の連結部Ｂ０が，基準点に対してどのように移動するのかを示したもの
である。
          　そして，２本のアームの長さが等しい場合（アームＭ，Ｍ）を示す図
２には，アーム同士の連結部Ｂ０がＢ１，あるいは－Ｂ１，－Ｂ２へと直線Ｌ２上
を移動する様子が示され，２本のアームの長さが異なる場合（アームＮ１，Ｎ２）
を示す図１には，アーム同士の連結部Ｂ０がＢ１，Ｂ２，Ｂ３へ，あるいは－Ｂ
１，－Ｂ２，－Ｂ３，－Ｂ４へと曲線Ｓ上を移動する様子が示されている（なお，
曲線Ｓは，放物線に一見類似した曲線であり，円弧であると認めることはできな
い。）。
          　甲５の図１，２において，構造物が建物である場合を想定すると，地
震時には，地面，建物の下部構造体及び上部構造体のいずれもが相対的に変位し得
るものであるから，上記基準点は，地面，下部構造体，上部構造体とのいずれの関
係においても固定的に定まるものではなく，いわば中空の１点を仮定的に定めたも
のであって，アーム同士の連結部Ｂ０が移動する直線Ｌ２又は曲線Ｓは，仮定的に
基準点に対する連結部Ｂ０の移動の軌跡を示すものということができる。
          　そして，前記(2)ウ(イ)に説示したとおり，本願の明細書（甲２）の制
振装置１０において，上部構造体１６と下部構造体１８の振動減衰に影響する移動
量δ２，δ３は，軸体２６を中心として円弧運動する連結シャフト２８の下部構造
体１８に対する移動量であるから，これを甲５に当てはめると，下部構造体側に取
り付けられるアームの一端Ａ０を中心として円弧運動する連結部Ｂ０の下部構造体
に対する移動量に相当するものであることが認められ，２本のアームの長さが異な
る場合（図１）及び同じ場合（図２）のいずれにおいても，アーム同士の連結部Ｂ
０は，下部構造体側に取り付けられるアームの一端Ａ０を中心として円弧運動する
ものと認められ，この点に差異はない。
        (イ)　また，原告が甲５の図１，２に基づいて主張する連結部Ｂ０の移動
は，下部構造体に対する移動を意味するものではなく，仮定的に定めた基準点に対
する移動を意味するもので，円弧運動ともいえないものであるから，第１アーム，
第２アームの移動と振動減衰との関係においては，２本のアームの長さの異同によ
る連結部Ｂ０の円弧運動の態様・直動要素の有無，あるいは移動量の大小を論じる
ことに格別の意味を見い出すことはできない。
          　そして，前記(2)アのとおり，補正発明は，「エネルギー低減吸収手
段」自体の具体的な構成について格別特定するものではないので，補正発明におい
ても，上記円弧運動の態様・直動要素の有無，移動量の大小を論じることに格別の
意味を見い出すことはできない。
          　したがって，原告らの前記主張は，採用することができない。
      イ　なお，原告らは，審決が，補正発明において，「特定の方向」が具体的



にどの方向か説明することなく，「特定の方向に移動する場合にその連結部が直動
することは明らかであ」ると判断したのは不当である旨主張する。
        　しかし，先に説示したとおり，２本のアームの長さの異同による連結部
の円弧運動の態様・直動要素の有無等を論じることに格別の意味を見い出すことが
できない以上，審決の上記判断の当否が，審決の結論に影響を及ぼすものではな
い。
    (4)　したがって，原告ら主張の審決の取消事由は理由がない。
  ３　結論
    　以上によれば，原告らの本訴請求は理由がないから棄却することとして，主
文のとおり判決する。
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